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研究成果の概要：本研究は、「街なか居住」をキーワードに、地方都市の居住地再編を目指した

公共住宅施策の検討を街なかと郊外住宅地をそれぞれフィールドにしながら検討を進めたもの

であり、2007 年度は、人口 10 万人を超える当方地方の主要都市における街なか居住の進展と

その立地環境の質的変化を土地利用データの経年変化から明らかにし、2008 年度は郊外住宅地

居住者へのアンケートから、従前住宅の活用の可能性と限界を明らかにした。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００７年度 1,400,000 420,000 1,820,000 

２００８年度 1,300,000 390,000 1,690,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 2,700,000 810,000 3,510,000 

 
 
研究分野：工学 
科研費の分科・細目：建築学、都市計画・建築計画 
キーワード：街なか居住、コンパクトシティ、郊外住宅地、住み替え支援、空き家、区分所有

集合住宅、中心市街地活性化 
 
 

 １．研究開始当初の背景 

う発想が、様々な場面で登場してきている。   「街なか居住」という言葉が、都市計画領

域の研究者の前に登場してから、数年が経過

している。地方都市においては、とりあえず、

中心部に住宅を供給すればいいという、短絡

的な考え方にたどり着きつつある。 

このような背景の中、街なか居住の必要性と

可能性を記述した研究論文は存在するもの

の、現実的な動向を背景に、地方都市におけ

る街なか居住の実態把握を行った研究はそ

れほど多くない。 一方で、高齢社会における地域施策の切り

札としても、高齢者居住を「街なか」でとい しかも、ここ数年大量に供給されてきてい



る「街なか」の集合住宅は、戸数の確保に重

きを置いてしまうために、ややもすると、単

なる居住空間の提供に終わり、生き生きとし

たライフスタイルを「街なか」に出現させる

ことには至らないケースが多く存在してい

るという問題意識がある。 

一方で、「街なか居住」ブームによって、

政策対象から外されたような印象を持たれ

ることが多くなった地域に郊外住宅地があ

る。「街なか居住」を本格的に進めていく時

代であるからこそ、郊外住宅地の持続可能性

を保証する都市政策も必要となる。 

すなわち郊外住宅地の持続可能性を考え

る場合、住宅ストックの再利用を検討するこ

とが必要であり、それは、街なかと郊外部と

の住み替え促進システムとしてリアリティ

を持つことが必要となる。 

 
２．研究の目的 

本研究の一つの目的は、「街なか居住」と

して供給される居住空間が、単体の建築物で

はなく、街として充実した空間の質を伴うも

のとして整備されていくための要件を検討

していくことにある。 

もう一つの目的は、郊外住宅地居住者が、

本当に街なかに移動して都市的ライフスタ

イルを享受することを願うのか、または、意

志はあっても現実的にその実現化は難しい

状況にあるのか。その実態を明らかにするこ

とである。 

 
３．研究の方法 

 第１の目的については、人口 10 万人を超

える東北地方の主要都市において、中心市街

地活性化エリア内における街区レベルでの

土地利用データの経年変化を収集し、変化の

パタンを抽出し、居住環境としての質的評価

につなげる。 

 第 2 の目的については、特に郊外住宅地の

空洞化現象が顕在化しつつある盛岡市を対

象として郊外住宅地の居住者アンケート調

査を行い、世帯の変化に伴う中心市街地への

転居志向、およびそれを阻む現実的要因、一

方でそれを推進させるための支援策の可能

性について検討する。 

 一方で、郊外住宅地の空洞化に対して国が

考える施策としての住み替え支援の実態を、

移住・住み替え支援機構へのヒアリングによ

って明らかにすると共に、地方都市でのその

可能性を探るために、青森市内で行政部局と

協議しながらその仕組みづくりを進めてい

る組織（青森コモンズ）のヒアリング調査も

実施した。 

 
４．研究成果 

（１）街なか居住の受け皿としての中心市街 

地の住環境問題 

 ここ数年で中心市街地内の集合住宅立地 

傾向の強い、盛岡市・福島市・いわき市の土 

地利用変化を収集したデータから明らかに 

したところ、中心市街地内部で空き地化が進 

み、それがとりあえずの駐車場利用に転用さ 

れ、しばらくそのままの状態にあったものが、 

終的に集合住宅の建設に向かっていく典 

型的パタンをいくつも抽出することができ 

た。一方で、居住環境としての整備が進めら 

れた上で、居住空間を供給しているのではな 

く、長年にわたって活用不能な状態にあった 

空き地を有効活用するために、やむなく集合 

住宅が登場していく実態が明らかになった。 

 また、盛岡市や山形市から収集した街なか 

居住者へのアンケート調査結果を我々が実 

施した青森におけるアンケート調査と比較 

すると、全く同様の結果となっており、雪か 

きに対する安心感を除くと、満足度はそれほ 

ど高くなく、特に、中心市街地における買い 



物への不満、コミュニティの希薄さ等が、居 

住満足度に悪い影響を与えている事実が明 

らかになっている。 

（２）郊外住宅地居住者の住み替えの可能性 

と課題 

2007 年度調査で、特に街なかへの居住志

向が顕著に表れた盛岡市は、一方で郊外住宅

地の空洞化も大きく顕在化しつつある。本調

査では、盛岡市都市計画のご協力を頂きなが

ら、すでに建設されてから 30 年以上を経過

している二つの住宅団地（松園、湯沢）の居

住者を対象としてアンケート調査を実施し

た。そこで浮かび上がってきた実態は以下の

とおりである。 

①住み替え志向 

下の図からもわかるように、6 割が転居

の意志を持っている。また、リフォーム費

用を理由に転居を諦めている世帯も存在

している。 

国が進めようとしている、持家を賃貸化に

よる住み替えについては、その制度を使わ

ずに転居したいという志向が転居志向者

の半数近くになっている点が、 大の問題

であると考える。持家を人に貸して、その

お金で自らが街なかの集合住宅を借りる

という発想は、持家志向の強い東北地方に

おいては、説得力に欠ける施策となってし

まう危険性がある。 

 
②持家への住み替え 

  次の図は、それが顕著にでたものであり、

どうせ住み替えするのであれば、やはり人

生の 後は持家でという我が国独特の居

住観が見事に現れた結果となっている。 

 
③ストック活用の可能性 

  郊外住宅地の空き家を有効に活用する

には、リフォームをした上で、中古住宅と

して市場に乗せる必要がある。しかし、中

古住宅市場が未成熟な地方都市の場合に

は、特に、戸建て賃貸住宅需要が小さいた

めに、移住・住み替え支援機構の制度活用

も難しくなる。下のアンケート結果でも、

貸すぐらいなら売ってすっきりしたいと

いう回答が 大値となっており、持家を前

提として住み替え支援の難しさが明らか

となった。 

 
  一方で、アンケート調査および各関係機

関へのヒアリング調査で明らかになった

事実として、リフォーム経費を、従前居住

者が負担するという考え方自体が、賃貸住

宅活用を前提とした発想であり、手放した

い所有者にとって、リフォームは足かせに

なってしまう可能性が高い。したがって、



行政及び金融機関の連携による、ストック

活用を目的とした住宅リフォーム融資制

度等の検討も必要になってくると思われ

る。 

  なお、このような研究結果は、これまで

データとして我が国において明らかにさ

れてきておらず、すでに、国土交通省、函

館市等において研究成果を講演させてい

ただいている。 
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